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１．無電柱化の目的と位置づけ 

 （１）はじめに 

   近年、頻発する地震や台風などの自然災害において、電柱が倒壊し、緊急車両が通 

行できないなど、救助や救援活動に支障が生じた事例が多くあります。 

   また、道路上に設置された電柱、電線は、良好な景観を損なうだけでなく、歩行者 

や車いすの通行の妨げになる場合があります。 

   このような現状のなかで、災害の防止、安全かつ円滑な交通の確保、良好な景観の 

形成などを図るため、無電柱化の推進に関する施策を総合的、計画的かつ迅速に推 

進すること等を目的として「無電柱化の推進に関する法律（以下、「無電柱化法」と 

いう。）が平成２８年１２月に成立、施行されました。 

   また、平成３０年４月には無電柱化法第７条の規定に基づき、国において「無電柱 

化推進計画」が策定され、無電柱化法第８条においては、国の策定する無電柱化 

推進計画を基本として、都道府県や市町村において無電柱化の推進に関する施策に 

ついての計画の策定を努力義務として規定しています。 

   本計画は、このような状況を受け、より魅力あるまちの形成に向けて、災害の防止 

や安全かつ円滑な交通の確保、良好な景観の形成の観点から無電柱化を推進してい 

くため、瀬戸市無電柱化推進計画として、無電柱化の基本的な方針、目標、施策等を 

定めるものです。 
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 （２）無電柱化の目的 

   無電柱化は防災性の向上、安全性・快適性の確保、良好な景観形成の観点から実 

施されてきましたが、近年、災害の激甚化・頻発化、高齢化の進展に伴い、災害に対

する被害の深刻性や社会的影響の大きさを踏まえ、本市においても愛知県の計画に基

づき「防災」を重点目的として、無電柱化を推進します。 

 

   ①災害の防止 

    災害時における緊急輸送道路や避難所へのアクセス道路において、電柱の倒壊 

により緊急車両等の通行に支障となる道路閉塞を防ぐとともに、電気や通信など 

のライフラインの被害を小さくし、安定供給を確保します。 

 

   ➁安全かつ円滑な交通の確保 

    電柱や電線類をなくすことにより歩道の有効幅を広くし、道路の見通しをよく 

することで、安全性の向上、快適に通行できる歩行空間を確保します。 

 

   ③良好な景観の形成 

    景観の阻害要素となっている電柱や電線をなくすことで、良好な景観形成を図 

り、街の魅力を向上させ地域の活性化を図ります。 
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 （３）無電柱化推進計画の位置づけ 

   瀬戸市無電柱化推進計画は、無電柱化法及び国や愛知県が策定した無電柱化推進 

計画を基本とし、瀬戸市の計画である「第６次瀬戸市総合計画」をはじめ、「瀬戸市 

都市計画マスタープラン」などのまちづくりに関する計画や、「瀬戸市地域防災計画」 

などの防災に関する計画などと整合を図った計画とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 １－１ 無電柱化推進計画の位置づけ 
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 （４）策定体制 

 

電線管理者 

 

 

都市整備部建設課⇔関係各課 

市⻑ 

回答 意見聴取 

（関係電気事業者） 
・中部電力パワーグリッド株式会社 

（関係電気通信事業者） 
・⻄⽇本電信電話株式会社 
・グリーンシティケーブルテレビ株式会社 
・中部テレコミュニケーション株式会社 

図 １－２ 策定体制 
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２．無電柱化の整備方針 

 （１）無電柱化の仕組みや整備手法 

   無電柱化の実施に当たっては、以下の整備手法により、無電柱化を推進します。 

整備手法は、電線管理者や地元住民との協議を踏まえ決定していきます。 

無電柱化の整備手法は、地中化方式による無電柱化と地中化方式以外による無電 

柱化に分類されます。（図２－１参照） 

推進路線に対する無電柱化方式については、各路線の設計時に最適な無電柱化 

方式を選定していきます。 

 

 

 

 

図２－１ 無電柱化の整備手法 

 １）地中化による無電柱化 

   道路及び沿道の利用状況等を踏まえ地中化による無電柱化として、電線共同 

溝の整備を進めます。 

   電線共同溝とは、道路管理者が道路の地下空間を活用して、通信線及び電線 

類をまとめて収納する整備手法であり、平成７年の「電線共同溝の整備等に関 

する特別措置法」施行以降は、主に電線共同溝方式で無電柱化の整備が進めら 

れています。（図２－２参照） 

     電線共同溝の整備に関しては、収容する電線類の量や道路交通状況、既設埋 

設物の状況に応じ、メンテナンスを含めたトータルコストに留意しつつ、電線 

管理者が所有する管路やマンホールなどの既存ストックの活用や、低コスト手 

法である浅層埋設方式や小型ボックス活用埋設方式を含め各方式のメリット、 
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デメリットを踏まえ、電線管理者との調整を行いながら採用に向けた検討を進 

めます。（図２－３参照） 

 また、従来の電線共同溝方式についても、新たな管路材の採用による材料費 

の縮減や施工性の向上、特殊部のコンパクト化による掘削土量の削減や支障移 

設の回避などについて検討を行い、コスト縮減を図ります。 

 

      

 

 

 

 

 

 

図２－２ 電線共同溝の仕組み（出典：国土交通省ウエブサイト） 

 

図２－３ 低コスト手法の概要（出典：国土交通省ウエブサイト） 
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 ２）地中化以外による無電柱化 

     ①裏配線 

      無電柱化したい主要な通りの裏通りに電線類を配置し、主要な通りを無電 

柱化する整備手法です。（図２―４参照） 

 

 

 

 

 

 

図２－４ 裏配線の整備イメージ（出典：国土交通省ウエブサイト） 

     ➁軒下配線 

      無電柱化したい通りの脇道に電柱を配置し、そこから引き込む電線を沿道 

家屋の軒下または軒先に配置し、主要な通りを無電柱化する整備手法です。 

（図２―５参照） 

 

 

 

 

 

 

図２－５ 軒下配線の整備イメージ（出典：国土交通省ウエブサイト） 
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 （２）無電柱化事業の費用負担 

    無電柱化事業の費用負担は、整備手法によって異なるため、電線管理者等の関 

係機関と十分調整したうえで整備を推進します。 

    無電柱化事業の費用負担方式の基本的な考え方を以下に記します。 

   ①電線共同溝方式 

    電線共同溝の整備等に関する特別措置法に基づき、道路の地下空間を活用して 

電力線、通信線等をまとめて収容する無電柱化の手法です。 

電線共同溝本体は道路管理者が費用負担し、管路に入線するケーブルや地上機 

器（開閉器、変圧器等）は電線管理者等が費用負担します。 

   ➁自治体管路方式 

    管路設備の材料費及び敷設費を地方公共団体（道路管理者以外）が全面費用負 

担し整備する手法です。 

構造は電線共同溝と同様な管路方式が中心であり、管路に入線するケーブルや 

地上機器（開閉器、変圧器等）は電線管理者が費用負担します。 

 管路等は、道路占用物件として地方公共団体（道路管理者以外）が管理します。 

   ③単独地中化方式 

    電線管理者が自らの費用で管路設備の敷設を行う整備手法です。 

管路等は、電線管理者が道路占用物件として管理します。 

   ④要請者負担方式 

    無電柱化協議会で優先度が低いとされた箇所において無電柱化を実施する場合 

に用いる手法です。 

原則として、費用は全額要請者が負担します。 
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図２－６ 費用負担の概念図（出典：国土交通省ウエブサイト） 

(※各方式に対する説明文はｐ８を参照してください。) 

 

 

①電線共同溝方式 ②自治体管路方式 

③単独地中化方式 ④要請者負担方式 
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 （３）無電柱化の課題 

   １）高額な整備費用 

     電線共同溝の整備をはじめとした無電柱化には多額の費用が必要になります。 

          国土交通省によると、電線共同溝の整備費用は、施設整備延長 1.0ｋｍ当たり 

5.3 億円（道路管理者負担額：3.5 億円/ｋｍ、電線管理者負担額 1.8 億円/ｋｍ） 

と算出しており、道路管理者及び電線管理者ともに大きな負担となっています。 

 

   ２）事業期間の長さ 

     無電柱化の事業期間は、計画の方針や路線を選定する推進計画策定から、整 

備計画の作成、整備工事に至るまで長期に及ぶ。特に設計・工事を進めるにあた 

っては、電線管理者や地中埋設物管理者、交通管理者、沿線関係者と段階的な多 

数の協議・調整が必要となることから、長い期間を要します。 

 

 

 

 

 

 

 

図２－７ 標準的な電線共同溝の整備スケジュール 
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   ３）地上機器の設置場所の確保 

     電線共同溝の整備にあたり、電気事業者の道路占用物として、変圧器や開閉 

器などの地上機器を設置する必要があります。 

     また、歩道上に地上機器を設置する例が多くみられますが、歩道のない道路 

や幅員の狭い歩道では、安全で快適な通行空間を確保しながらの限られた空間 

で地上機器を設置する場所の確保が必要になります。 
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 （４）無電柱化の整備実績 

   瀬戸市内における無電柱化は、瀬戸大府線電線共同溝整備事業等により整備され、 

都市計画道路 瀬戸川プロムナード線の一部区間（せとまちエントランスゾーン）で 

は、道路の拡幅や電線の地中化とともに景観に配慮した整備が行われています。 

 

＊せとまちエントランスゾーン 

尾張瀬戸駅周辺の商業地及び瀬戸川を中心としたゾーンで、せともの祭や陶祖ま 

つりの会場となる等「やきもののまち“せと”」の顔となる場所。 

   （※一部、バリアフリー特定道路に指定されています。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

12



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（瀬戸市景観計画より抜粋） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

尾張瀬⼾駅 

パルティせと 

瀬⼾川 

① 
② 

④ 

⑤

③ 

記念橋 

瀬⼾川プロムナード線 

宮川線 

記念橋上之山線 
主要地方道 
瀬⼾⼤府東海線 

主要地方道 
名古屋瀬⼾線 

汗干山脇線 

瀬⼾橋 

本山線 
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（５）推進路線の整理 

    無電柱化の整備には多額の費用を要するとともに、工事や地上機器の設置場所 

等について、沿道住民との合意形成が重要となります。 

    そのため、本市が計画している都市計画道路及び緊急輸送道路を対象に無電柱 

化の目的（下記、目的参照）に対する重要度を加点して評価し、上位道路に対して 

優先的に無電柱化を推進する路線として、取り組みを進めていきます。     

   ① 災害の防止 

     災害時に電柱の倒壊や断線による道路閉塞を防ぎ、救急活動、物資輸送等の 

円滑化を図るため、緊急輸送道路、避難路及び防災拠点や避難所、愛知県災害拠

点病院（公立陶生病院）、瀬戸市役所本庁舎への影響度が高い道路。 

   ➁ 安全かつ円滑な交通確保 

     生活関連経路（注 1）や駅等の交通結節点におけるバリアフリー化、バリアフ 

リー特定道路、通学路交通安全プログラムに合わせて無電柱化を推進する必要 

性の高い道路。 

   ③ 良好な景観の形成 

     自然、歴史に加え、産業により創出される特色のある地区、建物など、良好な 

景観を確保すべき地区、建物や、観光振興に寄与する地区、建物、に対して影響 

度が高い道路。 

上位道路として評価した無電柱化推進路線は次の通りとします。 

推進路線に対する無電柱化方式については、各路線の設計時に最適な無電柱 

化方式を選定していきます。 
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一次選定無電柱化推進路線 

     一次選定フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     次頁に一次選定で無電柱化推進路線に選定された平面図を示します。 

選定路線は、緊急輸送道路と重複した区間を除いた都市計画道路とします。 

順位 都市計画道路 備考 

１位 陣屋線  

２位 瀬戸新居線  

３位 鹿乗共栄線  

４位 汗干山脇線  

４位 追分線  

６位 瀬戸川プロムナード線 一部無電柱化済み 

都市計画道路、緊急輸送道路 

① 災 害  ② 交 通 ③ 景 観  

【防災施設】 
指定緊急避難場所 
指定避難所 
【接続施設】 
駅 
防災活動拠点 
愛知県災害拠点病院 
（公立陶生病院） 
災害対策本部（市役所） 

【生活関連経路】 
【通学路交通安全プログラム】 
通学路 
【バリアフリー特定道路】 
指定道路 
 

【景観施設】 
景観資源 
景観重要建造物 
指定・登録文化財 

評 

価 

基 

準 

影響度合いの評価 
※評価施設の近接状況（約 200ｍ） 

一 次 選 定 
※影響度合いを評価して上位の順位道路より選定 
※緊急輸送道路は、国、愛知県で優先整備がなされるため除外する。 
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16

瀬戸市駅

陣屋線

瀬戸新居線

鹿乗共栄線

追分線

瀬戸川プロムナード線

◎
瀬戸市役所

公立陶生病院

汗干山脇線

瀬戸市役所前駅

尾張瀬戸駅

新瀬戸市駅

瀬戸川

瀬戸郵便局

〶

⛨

⭙
愛知県 瀬戸警察署

文 瀬戸市立 陶原小学校

文
瀬戸市立 水無瀬中学校

㉆
愛知県立 瀬戸工科高等学校

私立 瀬戸SOLAN小学校

文
瀬戸市立図書館

瀬戸蔵

瀬戸市新世紀工芸館

●

瀬戸市文化センター

文

瀬戸市立 水南小学校

卍

宝泉寺

水野駅



第１次緊急輸送道路

第２次緊急輸送道路

道泉地域交流センター

深川公民館

古瀬戸公民館

東明公民館

祖母懐公民館

陶原公民館

長根公民館

效範公民館

水野地域交流センター

西陵地域交流センター

品野台地域交流センター

上半田川町民会館

下半田川町民会館

下品野地域交流センター

山口公民館

本地会館

原山公民館

幡山公民館

萩山公民館

八幡公民館

陶祖公園

南公園

県立瀬戸工科高等学校

聖カピタニオ女子高等学校

平町公園

県立瀬戸高等学校

県立瀬戸北総合高等学校

定光寺公園

県立瀬戸西高等学校

旧道泉小学校

瀬戸SOLAN小学校

旧深川小学校

旧古瀬戸小学校

旧東明小学校

陶原小学校

にじの丘学園

水無瀬中学校

長根小学校

効範小学校

東山小学校

水野小学校

水野中学校

西陵小学校

南山中学校

品野台小学校

掛川小学校

品野中学校

幡山東小学校

幡山西小学校

幡山中学校

下品野小学校

元町陶本２号線、山脇陶本線

宮協線、深川穴田線

拝戸東洞線、窯元東古瀬戸線

-

東本町上ノ切線

東権現熊野線、熊野幸線、陶原熊野１号線

城屋敷線、城屋敷見付線

-

中水野品野線

-

上品野１０号線、上品野上半田川線

上半田川名古屋本線

下半田川春日井線

落合橋品野線、後田線

石田田中２号線

山口出来町線、不明、本地１号線

瀬戸口幡山３号線

原山線

萩山台３号線、萩山台１号線、萩山台４号線、萩山線

-

古瀬戸印所線

萩山線

幸西茨線

西長根高根線

田端平町１号線

-

下半田川春日井線

緑町白山１号線

十三塚西谷線、元町陶本２号線、山脇陶本線

安戸窯神線、松山安戸線、十三橋線

深川穴田線

拝戸東洞線

西拝戸西窯線

一里塚中山線、寺本祖母懐線

原山１号線、原山線、原山８号線、原山幡野線

-

東長根瘤木線

上半田川名古屋線

松山東山線

中水野品野線

日の出中水野線

水野団地３号線

小田妻線

上品野１０号線

下半田川春日井線

-

品野曽野線

-

山口出来町線

-

都市計画道路（整備済み）

都市計画道路（暫定供用）

都市計画道路（未整備）

※ 瀬戸市都市交通マスタープラン（p.18）2018年9月26日更新 参照

※ 瀬戸市地域防災計画(資料編) 2021年1月改正 参照

施設名 路線名番号

指定緊急避難場所・指定避難所

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

31

32

33

34

35

36

37

38

39

40

41

42

43

52

53

54

55

56

57

58

59

60

23

24

25

26

27

28

29

30

44

45

46

47

48

49

50

51

施設名 路線名番号

愛知県災害拠点病院

公立陶生病院 陣屋線

瀬戸市駅

新瀬戸駅

瀬戸市役所前駅

65

66

67

-

市役所駅前線

62

施設名 路線名番号

防災活動拠点

窯神グラウンド1 -

市民公園29 -

文化センター駐車場61 -

白山町1丁目学校用地53 緑町白山１号線

施設名 路線名番号

駅

施設名 路線名番号

災害対策本部

瀬戸市役所63

中水野駅

山口駅

69

71

水野駅

68

効範山手線

瀬戸口駅

70

瀬戸口５号線

尾張瀬戸駅

-

-

-

-

-

窯神グラウンド -

-

水南小学校 東松山２２号線

水南公民館 東松山１０号線

市民公園 -

新郷地域交流センター -

原山小学校

萩山小学校

光陵中学校

八幡小学校

-

萩山台５号線、萩山線

萩山線

-

64

17

一般国道 475号
一般国道 363号

一般国道 155号

一般国道 248号

一般国道 475号

せと品野 IC

せと赤津 IC

9
11

13
18

21

26

28

36

42

43

45

47

48
51

59

60

1 5

61

17

20

22

25

29

32

37

52

4
23 8

10

12

15
16

19

23

24
27

3031

34

35

4138

39

40

44

46
49

50

54

58
55

5657

14

主要地方道
瀬戸設楽線

主要地方道
瀬戸大府東海線

主要地方道
名古屋多治見線

64

67
66

69

瀬戸新居線

追分線

本山線

陣屋線

旭南線

山口線

八幡線

菱野線

小田妻線

瀬戸環状西部線

 鹿乗共栄線

上水野線

本郷線
品野西1号線

穴田春雨線

62

主要地方道
名古屋瀬戸線

立石線

せと品野インター線

川北汗干線

定光寺線

第３環状線

瀬戸環状北部線

品野線

瀬戸環状東部線

赤津線

65
63

68

70

71

主要地方道
瀬戸設楽線

一般国道 155号

十三橋線

汗干山脇線

瀬戸川プロムナード線

一般国道 155号

品野古瀬戸線

一般国道 248号

記念橋上之山線

一般国道 248号

一般国道 363号

一般国道 363号

一般国道 248号

海老弦線

瀬港線

上志段味水野線
中水野駅前線

新瀬戸駅前線

宮川線

主要地方道
瀬戸環状線

塩塚線

品野西2号線

 防災施設配置図

一般国道 155号

7
6

33

53玉野川森林公園線

愛・地球博記念公園線

一般国道 363号



施設名 路線名番号

第１次緊急輸送道路

第２次緊急輸送道路

景観資源(せとまちエントランスゾーン)

パルティせと

瀬戸蔵

新世紀工芸館

せと案内処

72

73

74

75

都市計画道路（整備済み）

都市計画道路（暫定供用）

都市計画道路（未整備）

※ 瀬戸市都市交通マスタープラン（p.18）2018年9月26日更新 参照

※ 瀬戸市景観計画～豊かな自然とやきものの魅力を活かしたまち～ 平成22年10月、
瀬戸市 指定・登録文化財一覧 2017年3月1日更新 参照

-

-

-

-

項目

公共施設

公共施設

公共施設

公共施設

施設名 路線名番号

景観資源(せと・街なか景観ゾーン)

慶昌院

八王子神社

瀬戸市文化センター・美術館

76

77

78 -

市場３号線

項目

公共施設

社寺・教会

社寺・教会

79

80

施設名 路線名番号

景観資源(せと・やきもの文化景観ゾーン)

窯神神社79

80

-

項目

社寺・教会

社寺・教会 法雲寺

81

ノベルティ・こども創造館

無風庵

82

83

公共施設

公共施設

施設名 路線名番号

景観資源(森林里山景観ゾーン)

浄源寺84 -

-

項目

社寺・教会

社寺・教会 宝生寺85

海上の森センター

愛知県陶磁資料館

公共施設

公共施設

93

宮里深川線、深川１号線

-

-

-

-

-

87

86

社寺・教会 万徳寺

川端城屋敷線

施設名 路線名番号

景観重要建造物

宝泉寺

鬼板の土留

加藤仲右エ門邸

88 -

-

-

項目

窯垣の小径ギャラリー90

窯垣の小径資料館92 -

社寺・教会

公共施設

公共施設

-

加藤寛治邸

加藤清作邸

丸朝製陶所

洞本業窯

葵窯

施設名 路線名番号

指定・登録文化財

-

-

項目

定光寺98 社寺・教会

-

-

-

-

-

一里塚本業窯

-社寺・教会 神明社

山口八幡社 大坂八幡線社寺・教会

102 大目神社 -社寺・教会

瀬戸染付工芸館（マルチメディア伝承工芸館）公共施設 西郷１号線

深川神社 深川穴田線社寺・教会

106

王子窯

陶彦神社 深川穴田線社寺・教会

秋葉神社社寺・教会

108 雲興寺 -社寺・教会

瀬戸永泉教会社寺・教会

89

91

93

94

95

96

97

99

101

100

103

104

105

107

109

110 旧山繁商店

-

-

-

-

-

-

-

-

-

※ 景観資源と景観重要建造物、指定・登録文化財が重複する場合、景観重要建造物、
指定・登録文化財を優位とする。

-

-

-

-

-

-

-

定光寺山脇線

秋葉萩殿線

18

一般国道 475号
一般国道 363号

一般国道 155号

一般国道 248号

一般国道 475号

せと品野 IC

せと赤津 IC
78

12

54

一般国道 363号

主要地方道
瀬戸設楽線

主要地方道
瀬戸大府東海線

主要地方道
名古屋多治見線

瀬戸新居線

追分線

本山線

陣屋線

旭南線

山口線

八幡線

菱野線

小田妻線

瀬戸環状西部線

鹿乗共栄線

上水野線

本郷線
品野西1号線

穴田春雨線

主要地方道
名古屋瀬戸線

立石線

せと品野インター線

川北汗干線

定光寺線

第３環状線

瀬戸環状北部線

品野線

瀬戸環状東部線

赤津線

主要地方道
瀬戸設楽線

一般国道 155号

十三橋線

汗干山脇線

瀬戸川プロムナード線

一般国道 155号

品野古瀬戸線

一般国道 248号

記念橋上之山線

一般国道 248号

一般国道 363号

一般国道 363号

一般国道 248号

海老弦線

瀬港線

上志段味水野線
中水野駅前線

新瀬戸駅前線

87
86

101

74
75

7372

83

79
104
80106

109

103

88

102

108

84

98

85

82

宮川線

81

77
76

100

89 95~
97 96

99

105・

107

110
主要地方道
瀬戸環状線

塩塚線

品野西2号線

 景観資源等配置図

一般国道 155号

玉野川森林公園線

愛・地球博記念公園線



３．無電柱化の推進に関する計画期間と整備推進路線 

（１）無電柱化推進計画の期間 

   無電柱化整備の実態に合わせ 

   令和４年度から令和１３年度までの１０年間とします。 

 

（２）無電柱化推進計画に関する整備推進路線 

   前記、２.無電柱化の整備方針 （５）推進路線の整理 の一次選定で上位にラン 

クされた路線より二次選定として無電柱化に対する優先性の高い区間を抽出し無電 

柱化の整備を推進します。 

   なお、無電柱化の推進に向けては、電線管理者等関係事業者との調整が不可欠で 

あり、社会情勢の変化への対応や国・愛知県の無電柱化計画との整合性及び予算の 

確保などが必要なことから、事業の実施状況を踏まえ必要に応じて本計画の見直し 

を行うものとします。 

 

   無電柱化の整備推進路線に対する優位性の二次選定結果を下記に示します。 

 

順位 路線名 整備延長 備考 

１位 陣屋線 約 790ｍ  

２位 瀬戸新居線 約 530ｍ  

３位 鹿乗共栄線 約 530ｍ  

 

   次頁に無電柱化整備推進路線図を示します。 
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４．無電柱化の推進に向けた施策 

 （１）多様な整備手法の活用とコスト縮減の推進 

   現在、全国的に実施されている電線共同溝の整備による無電柱化は、多額の整備 

費用を要し、事業期間が長期になることが、無電柱化が進まない要因となっていま 

す。 

上記を踏まえ、無電柱化の整備に関しては、コスト縮減や事業期間の短縮を図る 

ため、道路や沿線の状況を踏まえ、多様な整備手法の活用（図 2-1 無電柱化の整備 

手法）を検討し、電線管理者等関係事業者や地元住民との協議を踏まえ決定してい 

きます。 

 

 （２）占用制度の的確な運用 

 電柱の占用制限などの制度の的確な運用に向けて、国や県がすでに実施している 

緊急輸送道路における新設電柱の占用制限措置を、本市においても整備推進路線の 

占用制限として、電線管理者への意見聴取を行い実施していきます。 

また、国において検討・措置の方針が示されている新設電柱に係る占用制限措置 

の拡大や、既設電柱の占用制限措置の実施、道路の地下に設置した電線などに関す 

る占用料の減免措置について、国や県の動向を踏まえ実施していきます。 
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  （参考：占用制限制度） 

 平成２５年６月に道路法第 37条が改定され、防災上の観点から重要な道路につ 

いて、地震等の災害が発生した場合における緊急輸送道路や避難路としての機能 

を確保するため、道路管理者が区域を指定して道路の占用を制限できるよう措置 

された。 

 国では、平成２８年４月より直轄国道の緊急輸送道路において電柱の新設を禁 

止する措置を開始している。 

 愛知県においても平成３０年１月１５日より、県が道路法に基づいて管理して 

いる緊急輸送道路について、電柱による占用の制限を開始した。 
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（３）関係者間の連携の強化 

 １）推進体制 

   道路管理者、電線管理者、地方公共団体及び地元関係者等からなる愛知県 

電線地中化推進協議会を活用し、無電柱化の対象区間の調整等無電柱化の推 

進に係る調整を行います。 

   無電柱化事業実施の際には、低コスト手法や軒下配線・裏配線を含む事業 

手法の選択、地上機器の設置場所について、地域の合意形成を円滑に進める 

ため、必要に応じて、地元関係者や道路管理者、電線管理者の協力を得て、地 

元協議会を設置します。 

   また、無電柱化に関する取り組みを本市のウエブサイトに公開するなど、 

無電柱化の重要性に関する市民の理解や関心を深めます。 

 

 ２）工事・設備の連携 

   管理する道路において、道路事業等やガス、水道等の地下埋設物工事が実 

施される際は、道路占用協議会等関係者が集まる会議等を活用し、関連事業 

者と相互に調整を図りコストや工期を縮減するとともに、関連事業者と積極 

的に連携を図ることで効率的に無電柱化の整備を進めます。 

 

 ３）民地の活用 

   道路空間に余裕の無い場合や良好な景観形成の観点から道路上への地上機 

器の設置が望ましくない場合においては、地上機器の設置場所として、学校 

や公共施設等の公有地や公開空地等の民地の活用を管理者の同意を得て進め 

ます。 
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 ４）他事業との連携 

   地域の課題等を踏まえ、交通安全事業など他の事業と連携して総合的、計 

画的に取り組むように努めます。 

 

（４）その他 

    １）広報・啓発活動 

      無電柱化の重要性に関する市民の理解と関心を深め、無電柱化事業に市民 

の協力が得られるように、毎年１１月１０日の「無電柱化の日」を活かしたイ 

ベントを実施するなど、無電柱化に関する広報・啓発活動を積極的に行いま 

す。 

      また、無電柱化の実施状況、効果等について、市報等を活用して周知し、理 

解を広げます。 

 

    ２）無電柱化情報の共有 

      国や県と連携し、低コスト手法や施工事例、最新技術などをはじめとした 

無電柱化に関する情報収集に努めるとともに、市の取り組みについて国や他 

の地方公共団体との情報の共有を図ります。 
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